
加古川市業務委託等に係る契約に関する事項の公表（一般・指名競争入札）

主管課名 名称 契約業者名
契約金額
（単位：）

契約日

生活安全課 加古川市庁舎案内業務委託 ポートスタッフ株式会社 20,881,080 令和7年4月1日

企画広報課 加古川市制７５周年記念表彰業務委託
株式会社神戸新聞事業社　東播磨
支社

2,198,900 令和7年4月1日

総務課 令和７年度広島平和の親子バスツアー実施業務委託 神姫観光株式会社　神戸支店 2,073,500 令和7年4月23日

職員課 リフレッシュルーム等清掃業務委託 有限会社前田食品 8,910,000 令和7年4月1日

管財課 加古川市役所南館清掃業務委託 株式会社ＳＩＣ 1,304,160 令和7年4月1日

資産税課 登記履歴管理システム構築業務委託 株式会社ダイショウ 1,870,000 令和7年4月3日

資産税課 航空写真撮影等業務委託 朝日航洋株式会社　神戸支店 13,750,000 令和7年4月18日

市民課 個人番号カードコールセンターおよび窓口業務委託 株式会社マインズ 43,450,000 令和7年4月1日

スポーツ・文化課 県立加古川河川敷マラソンコース管理業務委託 別府造園土木有限会社 4,785,000 令和7年4月1日

環境保全課 河川・地下水及び事業所排水水質分析業務委託 株式会社兵庫分析センター 別紙のとおり 令和7年4月1日

環境保全課 海域水質測定業務委託 株式会社ＨＥＲ 3,707,000 令和7年4月1日

環境保全課 公衆便所清掃業務委託 株式会社三木美研舎　加古川支店 3,187,800 令和7年4月1日

環境保全課 有害大気汚染物質分析業務委託(優先取組物質)
公益財団法人ひょうご環境創造協
会

4,510,000 令和7年4月1日

環境保全課 浮遊粉じん及び降下ばいじん量等分析業務委託
公益財団法人ひょうご環境創造協
会

11,385,000 令和7年4月1日

環境保全課 大気汚染自動測定装置保守点検業務委託
グリーンブルー株式会社　加古川
営業所

15,610,100 令和7年4月1日



主管課名 名称 契約業者名
契約金額
（単位：）

契約日

環境第１課 小動物収集及び運搬の業務委託 ネオトライ株式会社 5,874,000 令和7年4月1日

環境第１課 不法投棄物回収業務委託
播磨環境管理センター株式会社
加古川支店

別紙「契約単価」 令和7年4月1日

環境施設課 清掃・用務員業務委託 三光クリーン株式会社 14,533,200 令和7年4月1日

環境施設課 いずみプラザ芝生管理業務委託 株式会社髙田造園土木 6,930,000 令和7年4月1日

環境施設課 いずみプラザ樹木剪定業務委託 前川造園土木株式会社 1,375,000 令和7年4月1日

環境施設課 いずみプラザ樹木管理業務委託 緑地建設株式会社 3,960,000 令和7年4月1日

環境施設課 最終処分場他水質検査等業務委託 サイエンスマイクロ株式会社 別紙のとおり 令和7年4月1日

環境施設課 樹木管理業務委託 城山造園土木有限会社 2,970,000 令和7年4月1日

環境施設課 竜ヶ池処理場外水質検査業務委託 サイエンスマイクロ株式会社 1,716,528 令和7年4月1日

環境施設課 空調機保守点検業務委託 カンノ空調株式会社 1,240,800 令和7年4月1日

介護保険課
令和７年度加古川市介護保険料納付額決定通知書作成及び圧
着業務委託

株式会社コーユービジネス　神戸
営業所

別紙「契約単価」 令和7年4月17日

市民健康課 令和７年度がん検診無料受診券等作成及び封入封緘業務委託 水三島紙工株式会社　神戸支店 別紙「契約単価」 令和7年4月1日

国民健康保険課 令和７年度健診受診票等封入封緘業務委託（後期高齢） 東洋印刷株式会社　神戸営業所 別紙「契約単価」 令和7年4月1日

国民健康保険課 令和７年度健診受診票等封入封緘業務委託（特定健診） 東洋印刷株式会社　神戸営業所 別紙「契約単価」 令和7年4月1日

国民健康保険課 令和7年度診療報酬明細書審査点検等業務委託 株式会社メディブレーン 別紙「契約単価」 令和7年4月1日

国民健康保険課
令和７年度加古川市国民健康保険資格情報のお知らせ及び資格
確認書　封入封緘等業務委託

東洋印刷株式会社　神戸営業所 別紙「契約単価」 令和7年4月23日



主管課名 名称 契約業者名
契約金額
（単位：）

契約日

国民健康保険課
令和７年度加古川市国民健康保険料納付通知書糊ブッキング及
び封入封緘等業務委託

レスター工業株式会社　神戸営業
所

別紙「契約単価」 令和7年4月30日

医療助成年金課 令和７年度医療費受給者証封入封緘業務委託
レスター工業株式会社　神戸営業
所

別紙「契約単価」 令和7年4月17日

幼児保育課 産業廃棄物（廃プラスチック類）の処分業務委託 西播商事株式会社 別紙「契約単価」 令和7年4月1日

幼児保育課 加古川市立やまて幼稚園送迎バス運行管理業務委託 神姫トラストホープ株式会社 7,867,200 令和7年4月1日

公園緑地課 加古川河川敷緑地草刈等業務委託 株式会社福谷建設 16,500,000 令和7年4月1日

公園緑地課 権現総合公園交通誘導警備業務委託 神姫警備保障株式会社 別紙「契約単価」 令和7年4月1日

公園緑地課 各公園草刈・樹木剪定等業務委託Ａ 緑地建設株式会社 21,890,000 令和7年4月1日

公園緑地課 各公園草刈・樹木剪定等業務委託Ｂ 城山開発株式会社　別府事業所 24,310,000 令和7年4月1日

公園緑地課 各公園草刈・樹木剪定等業務委託Ｃ 兵庫造園土木株式会社 32,450,000 令和7年4月1日

公園緑地課 各公園草刈・樹木剪定等業務委託Ｄ 前川造園土木株式会社 15,180,000 令和7年4月1日

公園緑地課 各公園等維持管理業務委託 加古川環境整美協会 別紙「契約単価」 令和7年4月1日

道路保全課 道路路面清掃業務委託
京阪神道路サービス株式会社　加
古川支店

29,480,000 令和7年4月3日

道路保全課 加古川堤防道路除草業務委託 株式会社福谷建設 7,392,000 令和7年4月11日

道路保全課 川東地区道路除草業務委託 有限会社石田土建 7,480,000 令和7年4月11日

道路保全課 両荘地区道路除草業務委託 前川造園土木株式会社 5,335,000 令和7年4月11日

治水対策課 泊川緑道植木剪定及び除草作業業務委託 別府造園土木有限会社 2,970,000 令和7年4月1日



主管課名 名称 契約業者名
契約金額
（単位：）

契約日

治水対策課 泊川排水機場及び養田川水門管理業務委託
株式会社ウォーターエージェンシー
姫路オペレーションセンター

4,345,000 令和7年4月1日

都市計画課
国道2号加古川バイパス新在家横断歩道橋昇降設備維持管理業
務委託

株式会社清光社 4,422,000 令和7年4月1日

住宅政策課 市営住宅給水ポンプ保守点検業務委託 株式会社ＳＩＣ 1,188,000 令和7年4月1日

消防本部総務課 消防署及び分署清掃業務委託 株式会社ＳＩＣ 26,532,000 令和7年4月1日

消防本部総務課 防災センター建物保守管理業務委託
ニッケみらい建設株式会社　加古
川営業所

5,029,200 令和7年4月1日

消防本部総務課 防災センター自家用電気工作物保安管理業務委託
一般財団法人関西電気保安協会
加古川営業所

1,366,200 令和7年4月1日

議事総務課 加古川市議会会議録作成業務委託 神戸綜合速記株式会社 別紙「契約単価」 令和7年4月18日

教育総務課 令和７年度加古川市廃プラスチック類収集・運搬業務委託 株式会社アルファ 4,401,650 令和7年4月1日

教育総務課 令和７年度加古川市廃プラスチック類処分業務委託 西播商事株式会社 別紙「契約単価」 令和7年4月1日

教育総務課
加古川市立義務教育学校両荘みらい学園スクールバス運行管理
業務委託

神姫トラストホープ株式会社 114,958,800 令和7年4月1日

学校施設課 加古川養護学校温水プール設備保守点検業務委託 齊藤設備工業株式会社 1,452,000 令和7年4月1日

少年自然の家 少年自然の家浄化槽清掃及び維持管理業務委託 株式会社東播清掃 1,197,900 令和7年4月1日



加古川市業務委託等に係る契約に関する事項の公表（随意契約）

主管課名 名称 契約業者名
契約金額
（単位：円）

契約日 契約の相手方を選定した理由

防災対策課 屋外拡声器保守業務委託
ＤＸアンテナ株式会社　関
西支店

1,166,000 令和7年4月1日
（地方自治法施行令第167条の2第1項第2号） 
　屋外拡声器は、ＩＰＤＣを利用する機器であり、ＩＰＤＣの受信機は、ＤＸアンテナ株式会社が製作、納入したものである。 
　他に実用化した事業者はなく、屋外拡声器を一体的に保守できる相手方が当該業者以外にないため。

防災対策課 耐震性貯水槽保守点検業務委託
加古川市上下水道事業管
理者

1,203,400 令和7年4月1日
（地方自治法施行令第167条の2第1項第2号） 
　「耐震性貯水槽施設の財産区分及び維持管理に関する協定書」第３条第1項により、上下水道事業管理者に貯水槽施設の維持管理を
委託することとしているため。

防災対策課
危機管理情報システムＳＮＳ連携構
築業務委託

沖電気工業株式会社　関
西支社

3,300,000 令和7年4月1日
(地方自治法施行令第167条の2第1項第2号) 
　本機能の構築には危機管理情報システムの改修を行う必要があり、システム納入業者でなければ契約の目的を達成できないため。

防災対策課
加古川北防災ふれあいセンター備
蓄倉庫等管理業務委託

国包町内会 1,350,000 令和7年4月1日

(地方自治法施行令第167条の2第1項第2号)
　災害時に備蓄倉庫等を適切に利用するためには、異常があった場合に素早く気づくことができる地域との関わりの深いものに行わせる
ことが適当である。
　また、緊急時には迅速な対応が可能となる体制を備えたものに業務を請け負わせる必要がある。
　以上のことから、当該業務を履行できる相手は、地元町内会の国包町内会の他にないことから、随意契約を行うものである。

生活安全課 見守りカメラ等維持管理業務委託
綜合警備保障株式会社
姫路支社

36,300,180 令和7年4月1日

(地方自治法施行令第167条の2第1項第2号)
　綜合警備保障株式会社は見守りカメラや、高度化見守りカメラ、車載式BLE検知器兼通信器とその管理を行うシステムの納入業者であ
り､機器構成や設定内容等を熟知している｡ネットワークの設定や確認作業が必要で、個人情報を扱う見守りカメラおよび、見守りサービ
ス業務の性質上､当該システムの環境を安定した状態で稼働させるための技術的知識には､他の業者では知り得ない内容が含まれる｡
よって､当該業者以外の者では機器及びシステムの調整ができないため｡

生活安全課 法律相談業務委託 兵庫県弁護士会 3,366,000 令和7年4月1日
(地方自治法施行令第167条の2第1項第2号)
　法律相談業務は弁護士法第3条、第72条及び第74条第2項により弁護士しかできないため。弁護士会は弁護士法第32条により地方裁
判所管轄区域ごとに設立が義務付けられており、兵庫県内には兵庫県弁護士会しかないため。

生活安全課
令和7年度見守りカメラ等移設業務
委託

綜合警備保障株式会社
姫路支社

別紙「契約単価」 令和7年4月17日

(地方自治法施行令第167条の2第1項第2号)
　綜合警備保障株式会社(以下「ALSOK」という。)は見守りカメラ、車両用機器及びこれらに係るシステムの納入業者であり、機器構成や
設定内容等を熟知している｡不特定多数の個人情報を扱い、厳格な管理運用が求められる見守りカメラの性質上、見守りカメラ及び車両
用機器を同システムのネットワークに組み込み、安定した状態で稼働させるための技術的知識には、他の業者では知り得ない内容が含
まれる。また、本業務をALSOK以外の者が受託した場合、設置済みの見守りカメラ及び車両用機器に係る契約不適合責任の範囲が不
明確になる。以上の理由によりALSOK以外の者では本業務を実施することができないため、随意契約を行う。

企画広報課 点字広報制作業務委託
社会福祉法人兵庫県視覚
障害者福祉協会

別紙「契約単価」 令和7年4月1日
(地方自治法施行令第167条の2第1項第2号) 
　入札参加資格があり、点字広報の制作という特殊業務を行うのは同協会だけであるため。

行政経営課
公共施設マネジメントシステム運用
保守業務委託

国際航業株式会社　兵庫
支店

2,201,496 令和7年4月1日
(地方自治法施行令第167条の2第1項第2号)
　当該業務はシステムの保守業務であり、システムの導入業者である国際航業株式会社でなければ業務を遂行できないため。

デジタル改革推進課 ネットワーク維持管理業務委託
株式会社日立システムズ
関西支社

34,966,800 令和7年4月1日
(地方自治法施行令第167条の2第1項第2号) 
　株式会社日立システムズ　関西支社は、ネットワーク環境構築業者であり、当該環境を安定した状態で稼動させるための技術的知識や
その他の業者では知り得ない情報があるため。

デジタル改革推進課
住民情報システム標準化対応業務
委託

株式会社日立システムズ
関西支社

517,992,200 令和7年4月1日

(地方自治法施行令第167条の2第1項第2号)
　株式会社日立システムズ関西支社は現在稼働している住民情報システムの構築事業者であり、現行システムを標準化対応版へバー
ジョンアップすることにより標準化対応を行う予定である。当該業務の実施にあたっては技術的知識やその他の業者では知りえない情報
があるため。

デジタル改革推進課
電子申請管理システム等保守業務
委託

株式会社日立システムズ
関西支社

1,148,631 令和7年4月1日
(地方自治法施行令第167条の2第1項第2号) 
　電子申請管理システム等構築業務委託事業者であり、本システムに関する知識を有する株式会社日立システムズ関西支社でなけれ
ば業務を遂行できないため。

デジタル改革推進課
内部管理支援システム運用保守業
務委託（ソフトウェア保守）

日本電気株式会社　神戸
支社

113,355,000 令和7年4月1日
(地方自治法施行令第167条の2第1項第2号) 
　日本電気株式会社　神戸支社は、内部管理支援システムソフトウェアの導入及び構築事業者であり、当該システムを安定した状態で稼
働させるための技術的知識やその他の業者では知りえない情報を有しているため。

デジタル改革推進課
内部管理支援システム運用保守業
務委託（ハードウェア保守）

ＮＥＣフィールディング株式
会社　神戸支店姫路営業
所

5,940,000 令和7年4月1日
(地方自治法施行令第167条の2第1項第2号) 
　NECフィールディング株式会社　神戸支店姫路営業所は、内部管理支援システムハードウェアの導入及び構築事業者であり、当該シス
テムを安定した状態で稼働させるための技術的知識やその他の業者では知りえない情報を有しているため。

総務課 例規集の電子情報化等業務委託
株式会社ぎょうせい　関西
支社

3,469,400 令和7年4月1日
(地方自治法施行令第167条の2第1項第2号)
　本業務については、本市の条例等のデータに基づいた更新及び製本業務の委託に際して、当該データを保有している業者が1者しか
なく、その性質又は目的が競争入札に適さないため。

人事課
人事情報システム延長保守業務委
託

富士通Ｊａｐａｎ株式会社
兵庫公共ビジネス部

3,236,288 令和7年4月1日
（地方自治法施行令第167条の2第1項第2号） 
　本業務は既存の人事情報システムの保守であり、同システム開発以外の者に実施させると、既存のシステムの運用に支障が生じるお
それがあるため。

人事課
人事情報システム会計年度改定差
額対応業務委託

富士通Ｊａｐａｎ株式会社兵
庫公共ビジネス部

15,149,288 令和7年4月28日
（地方自治法施行令第167条の2第1項第2号）
　富士通Japan株式会社兵庫公共ビジネス部は現在稼働している人事情報システムの構築事業者であり、本業務の実施にあたっては技
術的知識やその他の業者では知りえない情報があることから、システムの構築事業者でなければ業務を履行できないため。

職員課 加古川市職員健康診断業務委託
公益財団法人加古川総合
保健センター

別紙のとおり 令和7年4月1日
(地方自治法施行令第167条の2第1項第2号) 
　健診に関する専門的知識を有し、多岐にわたる項目について一定の期間内に健診バス等による巡回集団健診を実施することができる
とともに、車椅子利用者の施設健診を実施することができる機関は、公益財団法人加古川総合保健センター以外にないため。



主管課名 名称 契約業者名
契約金額
（単位：円）

契約日 契約の相手方を選定した理由

管財課 電気設備保安管理業務委託
一般財団法人関西電気保
安協会　加古川営業所

5,267,196 令和7年4月1日

(地方自治法施行令第167条の2第1項第2号) 
　市役所本庁舎及び消防本部という重要施設の自家用電気工作物の保守で、熟練度及び信頼性、かつ緊急時の迅速な対応力が求めら
れる業務であり、絶縁監視装置による24時間監視を行える条件も考慮し、一般財団法人関西電気保安協会加古川営業所と随意契約を
行う。

管財課 電源装置保守点検業務委託
株式会社ＧＳユアサ　関西
支社

3,960,000 令和7年4月1日
(地方自治法施行令第167条の2第1項第2号) 
　電源装置一式はＧＳユアサ製の機器であり、製造業者しか知り得ない基準があることに加え、代理店による保守点検を行っていないこ
とから、他の業者では業務を履行できないため。

管財課 中央監視盤保守点検業務委託
パナソニックＥＷエンジニア
リング株式会社　近畿支店

6,270,000 令和7年4月1日
(地方自治法施行令第167条の2第1項第2号) 
　中央監視盤装置はパナソニック製の機器であり、製造業者しか知り得ない基準があることに加え、代理店による保守点検を行っていな
いことから、他の業者では業務を履行できないため。

管財課
冷温水機保守点検業務委託（消防
庁舎）

株式会社日立ビルシステ
ム　関西支社

5,138,100 令和7年4月1日
(地方自治法施行令第167条の2第1項第2号) 
　ガス吸収冷温水発生器は日立ビルシステム製の機器であり、製造業者しか知り得ない基準があることに加え、代理店による保守点検
を行っていないことから、他の業者では業務を履行できないため。

管財課
昇降機保守点検業務委託（本館・
新館・議場棟）

株式会社日立ビルシステ
ム　関西支社

16,810,200 令和7年4月1日
(地方自治法施行令第167条の2第1項第2号) 
　設置機器メーカーの保守を必要とし、メンテナンスの経験・熟練度の信頼性と、緊急時対応のレスポンスが必要であり、業務の性質が
競争入札に適さないため。

管財課 鹿児の庭菖蒲園管理業務委託 前川造園土木株式会社 3,300,000 令和7年4月1日
（地方自治法施行令第167条の2第1項第8号） 
　本案件は、令和7年３月24日に３者で指名競争入札を行ったが、1者無効、2者予定価格超過により不調となったため、最安値を提示し
てきた前川造園土木株式会社と随意契約を行う。

管財課
冷温水機保守点検業務委託（本
館・新館）

川重冷熱工業株式会社
神戸支店

10,560,000 令和7年4月1日
(地方自治法施行令第167条の2第1項第2号) 
　ガス吸収冷温水発生器は川重冷熱工業株式会社製の機器であり、製造業者しか知り得ない基準があること、また、代理店による保守
点検を行ってないことから他の業者では業務を履行できないため。

市民課
証明書コンビニ交付発行関連保守
業務委託

株式会社日立システムズ
関西支社

6,767,112 令和7年4月1日
(地方自治法施行令第167条の2第1項第2号) 
　システム構築事業者以外での保守が不可能であるため。

市民課
戸籍情報システムに係る標準準拠
システム移行業務委託

富士フイルムシステムサー
ビス株式会社　 公共事業
本部関西支店

5,687,000 令和7年4月30日

(地方自治法施行令第167条の2第1項第2号)
　富士フイルムシステムサービス㈱は現在稼働している戸籍附票システムの構築事業者であり、現行システムを標準化対応版へバー
ジョンアップすることにより標準化対応を行う。当該業務の実施にあたっては技術的知識やその他の業者では知りえない情報があること
から、システム構築事業者でなければ業務を履行できないため。

人権文化センター
加古川市人権啓発推進員による啓
発活動推進事業委託

加古川市人権啓発推進員
協議会

1,324,000 令和7年4月1日

(地方自治法施行令第167条の2第1項第2号) 
　加古川市人権啓発推進員協議会は、条例に基づき加古川市長から委嘱された人権啓発推進員によって組織された団体であり、市内
全域を網羅した人権啓発に特化した団体である。本業務の履行や各人権啓発推進員に対する支援及び指導等を履行できる唯一の団体
であるため。

人権文化センター
人権・同和教育及び啓発推進事業
業務委託

加古川市人権・同和教育
協議会

6,256,000 令和7年4月1日

(地方自治法施行令167条の2第1項第2号)
　本委託契約は、加古川市における人権教育及び人権啓発の推進を図るため、人権関係機関・団体との協議や連絡調整を行うと共に、
全市にわたる研修の推進及び啓発活動(講演会・シンポジウムの開催や啓発ポスターの作成掲示等)を委託するものである。
　加古川市人権・同和教育協議会は、地域(町内会)、学校園、社会教育団体、企業、その他幅広い各種団体で構成されていることから、
研修会・啓発イベント等の充実及び参加者の拡大をはかりながら、市民に対する人権教育及び人権啓発を効果的かつ効率的に行うこと
ができるため。

市民活動推進課 令和7年度行政事務業務委託 加古川市町内会連合会 95,850,200 令和7年4月1日
(地方自治法施行令第167条の2第1項第2号) 
　本業務を市内全域で行うことができるのは、町内会等との協力関係を前提として、地域的な共同活動を全市的に現に行っている加古川
市町内会連合会以外に見当たらないため。

市民活動推進課
加古川市民交流ひろば清掃業務委
託

株式会社加古川ヤマトヤ
シキ

2,808,300 令和7年4月1日
(地方自治法施行令第167号の2第1項第2号)
　市民交流ひろばは、カピル21ビルの一部を賃借し設置しているが当該ビルの維持管理については株式会社加古川ヤマトヤシキが一括
して行っていることから、他の事業者では業務を履行することができないため。

市民活動推進課 国際交流事業業務委託
公益財団法人加古川市国
際交流協会

17,561,000 令和7年4月1日

(地方自治法施行令第167条の2第1項第2号)
　（公財）加古川市国際交流協会は、市民の国際認識と国際理解を高めるとともに、外国諸都市との相互理解と友好親善を深めるため、
市民と外国人との交流、国際交流に関する普及啓発等の諸事業を行い、国際社会の発展に寄与することを目的として設立された団体で
あり、国際交流や多文化共生に関する専門的知識や幅広いネットワークを有し、長年公共・公益的な活動に積極的に従事するとともに、
姉妹都市交流や在住外国人との交流事業にも相当の実績がある。
また、国際交流・多文化共生にかかる情報収集・提供、団体間のネットワーク構築や外国人支援などの業務の効果的な展開を期待する
ことができ、安定的・継続的な運営が可能な団体であるため、（公財）加古川市国際交流協会と随意契約を行う。

スポーツ・文化課
県立加古川河川敷マラソンコース
巡回監視業務委託

特定非営利活動法人加古
川総合スポーツクラブ

1,027,100 令和7年4月1日

（地方自治法施行令第167条の2第1項第2号）
　日本陸上競技連盟公認マラソンコースの点検業務であるため、マラソン競技の視点に基づいた点検が必要となる。相手先は、コースの
維持管理に係る業務内容を熟知しているほか、ランナーおよびマラソン大会運営側の視点での管理、点検等を行うことが可能であるた
め。

スポーツ・文化課
スポーツ施設等予約サービス運用
保守業務委託

富士通Ｊａｐａｎ株式会社
兵庫公共ビジネス部

3,458,400 令和7年4月1日
（地方自治法施行令第167条の2第1項第2号）
　当システムはASP方式を採用し、サーバーは事業者所有となっているが、当ソフトウェアの保守業務については、サーバーの所有者で
システム開発者である同社のみ可能であるため。



主管課名 名称 契約業者名
契約金額
（単位：円）

契約日 契約の相手方を選定した理由

スポーツ・文化課 加古川市文化まつり開催業務委託 加古川市文化連盟 1,622,000 令和7年4月1日

（地方自治法施行令第167条の2第1項第2号）
　加古川市文化連盟は、昭和40年の第1回文化のつどい（昭和46年に文化まつりへ改称）からこれまで文化まつりを始めとした芸術文化
事業を開催し、ノウハウと実績を十分に有している。また、民謡、演劇、川柳など様々なジャンルの文化の団体によって構成され、多種多
様な文化イベントを一年を通じて開催することができる団体であるため。こうしたことから、当該事業を効果的かつ効率的に実施すること
のできる団体は他にないため。

スポーツ・文化課 加古川青流戦開催事業業務委託
一般財団法人加古川市
ウェルネス協会

26,115,100 令和7年4月1日

(地方自治法施行令第167条の2第1項第2号)
　（一財）加古川市ウェルネス協会は、市民の「スポーツ」「文化」「コミュニティ」の振興に寄与することを目的に設立された団体であり、複
数の公式棋戦の開催実績や開催ノウハウを十分に有している。
　また、市ゆかりのプロ棋士や（公社）日本将棋連盟との関係性を有していることから、青流戦の開催に伴う連絡・調整等も円滑に行うこと
ができる。
こうしたことから、当該事業を効果的かつ効率的に実施することのできる団体はほかにないため。

スポーツ・文化課
加古川市美術展及び幼児画展開催
事業業務委託

一般財団法人加古川市
ウェルネス協会

6,072,000 令和7年4月1日

（地方自治法施行令第167条の2第1項第2号）
　（一財）加古川市ウェルネス協会は、市民の「スポーツ」「文化」「コミュニティ」 の振興に寄与することを目的に設立された団体であり、
「川の絵画大賞展」を含む美術展の開催実績や開催ノウハウを十分に有している。
　また、市内の美術団体等の関係団体との関係性を有していることから、当該事業の遂行に伴う連絡・調整等も円滑に行うことができる。
こうしたことから、当該事業を効果的かつ効率的に実施することのできる団体はほかにないため。

スポーツ・文化課 棋士のまち加古川事業業務委託
一般財団法人加古川市
ウェルネス協会

6,083,000 令和7年4月1日

（地方自治法施行令第167条の2第1項第2号）
　（一財）加古川市ウェルネス協会は、市民の「スポーツ」「文化」「コミュニティ」 の振興に寄与することを目的に設立された団体であり、将
棋関連事業の開催実績や開催のノウハウを十分に有している。
　 また、市ゆかりのプロ棋士や（公財）日本将棋連盟との関係性を有していることから、当該事業の遂行に伴う連絡・調整等も円滑に行う
ことができる。こうしたことから、当該事業を効果的かつ効率的に実施することのできる団体はほかにないため。

スポーツ・文化課 音楽のまちづくり推進業務委託
一般財団法人加古川市
ウェルネス協会

7,165,400 令和7年4月1日

（地方自治法施行令第167条の2第1項第2号）
　　（一財）加古川市ウェルネス協会は、市民の「スポーツ」「文化」「コミュニティ」 の振興に寄与することを目的に設立された団体であり、
演奏会等音楽イベントの開催実績や開催ノウハウを十分に有している。
　また、市内の音楽関係の団体等との関係性を有していることから、当該事業の遂行に伴う連絡・調整等も円滑に行うことができる。
　こうしたことから、当該事業を効果的かつ効率的に実施することのできる団体はほかにないため。

スポーツ・文化課
ウォーキングコース等施設管理業
務委託

上荘町町内会連合会 1,005,582 令和7年4月1日

（地方自治法施行令第167条の2第1項第2号）
　業務をきめ細く行うためには、コースを熟知している必要があり、コース上の異常に素早く気付くことができる地域との関わりの深い者に
行わせることが適当である。
　また、緊急時には、迅速な対応を可能とするために、より身近で機動力を持った体制のあるものに業務を行わせることが必要であるた
め。

産業振興課
インターンシップマッチング業務委
託

株式会社ダイネンヒューマ
ンｐｌｕｓ

2,206,710 令和7年4月1日

(地方自治法施行令第167条の2第1項第2号) 
　株式会社ダイネンヒューマンｐｌｕｓは、播磨地域に特化した就職情報サイト「はりまっち」の運営会社であり、地域に密着した播磨地域の
企業情報を最も効果的かつ効率的に提供することができると考えられるため。また、入札参加資格者のうち、当該業務を実施できる業者
がほかにないため。

産業振興課 ふるさと納税返礼品ＰＲ等業務委託
一般社団法人加古川観光
協会

11,070,000 令和7年4月1日

(地方自治法施行令第167条の2第1項第2号)
　(一社)加古川観光協会では、本市の認知度や知名度の向上、また、交流人口の増加を図ることを目的に、地域資源を活かした地場産
品の掘り起こし、磨き上げなど新たな観光商品等の開発などを事業活動としている。その活動のなかで、市内事業者等と連絡を密にしな
がら調整を行うとともに関係性を築き上げている。さらに、ふるさと納税返礼品の新規開拓や情報発信などにも携わることがあることか
ら、当該協会はふるさと納税の制度等にも熟知している。
　このほか、当該協会はこれまで様々な媒体を通して、本市の観光情報を市の内外に発信してきた実績を有しており、ホームページやＳ
ＮＳ等を活用した情報発信、また、パンフレットやポスター等の作成などのＰＲ業務についても相当の技術を有していることから、本業務に
ついて最も効果的に業務を実施することのできる団体であるため。

産業振興課
加古川観光案内所管理運営業務
委託

一般社団法人加古川観光
協会

16,250,000 令和7年4月1日
(地方自治法施行令第167条の2第1項第2号)
　一般社団法人加古川観光協会は市と連携して観光行政の一翼を担い、豊富な観光情報と案内業務に関するノウハウを持ち、また、観
光情報を中心とした企画展示業務を行うことができる市内で唯一の団体であるため。

産業振興課 観光情報発信業務委託
一般社団法人加古川観光
協会

1,800,000 令和7年4月1日

 (地方自治法施行令第167条の2第1項第2号)
　一般社団法人加古川観光協会は市と連携して観光行政の一翼を担い、地元に密着した豊富な観光情報や案内業務に関するノウハウ
等を持っている。そのノウハウを活かし、現在も観光に関する情報をホームページやＳＮＳ等で発信しているが、同協会が管理するＷＥＢ
サービスを利用して、より多くの既存の観光資源の写真やグルメ情報等を発信することで、事業の目的である若年層への訴求という面
で非常に高い効果が見込めるため、同協会へ委託する。

産業振興課
令和７年度商工業振興推進業務委
託

加古川商工会議所 4,500,000 令和7年4月1日

(地方自治法施行令第167条の2第1項第2号)
　加古川商工会議所は、専門的知識を有する経営指導員を配置して、経営全般にわたる支援を市内商工業者に対し行ってきた実績があ
る。特に創業支援に関しては、「産業競争力強化法」に基づく「創業支援事業計画」の中で、市・日本政策金融公庫・加古川商工会議所等
で「加古川市創業支援ネットワーク」を形成しており、創業者に対するワンストップ相談窓口の中心を担っており、他にこのような団体はな
い。
  さらに、法に基づき設置される公的機関として個人情報を取扱うに相応しいことから、本業務を効果的・効率的に実施できる唯一の組織
であり、その性質又は目的が競争入札に適さないと判断されるため。



主管課名 名称 契約業者名
契約金額
（単位：円）

契約日 契約の相手方を選定した理由

産業振興課
加古川市役所本庁舎高濃度ポリ塩
化ビフェニル廃棄物収集・運搬業務
委託

サンワリューツー株式会社 308,000 令和7年4月1日

(地方自治法施行令第167条の2第1項第2号)
　高濃度PCB廃棄物処理の実施が可能な唯一の事業所であるJESCOの指定する期間・方法により廃棄物処分の手続きを行う必要があ
り、JESCOから入門許可された事業者のうち、入札参加有資格者で加古川市に近接している2者で見積合わせを行い、サンワリューツー
株式会社と随意契約を行った。

産業振興課 加古川市花火大会実施業務委託
加古川市花火大会実行委
員会

65,500,000 令和7年4月7日

(地方自治法施行令第167条の2第1項第2号)
　加古川市花火大会は単なる事業の実施ではなく、市民や市民団体との協働で実施する事業であること、また、花火大会については、関
係諸機関で構成する加古川市花火大会実行委員会に委託することで安全・安心に事業を実施することができ、実施体制を容易に整える
ことが可能となるため。

農林水産課
令和７年度加古川市農林行政事務
業務委託

加古川市農業団体連合会 8,767,000 令和7年4月1日
(地方自治法施行令第167条の2第1項第2号)
　当該事業は集落単位又は農業者単位の事務が多数を占めており、これらの事務を行うためには各地域で選出された農業団体長に
よって構成された加古川市農業団体連合会でなければとりまとめ等が困難であるため。

農林水産課
令和７年度未利用農地等活性化対
策事業業務委託

株式会社ふぁーみんサ
ポート東はりま

12,000,000 令和7年4月1日
(地方自治法施行令第167条の2第1項第2号)
　加古川市内において、未利用農地の利用推進による農業研修の実施及び耕作放棄状態の復元等を実施する唯一の団体が、㈱ふぁー
みんサポート東はりまであるため。

農林水産課
令和７年度自然にやさしい農業促
進事業業務委託

兵庫県立農業高等学校 3,014,000 令和7年4月1日

（地方自治法施行令第167条の2第1項第2号） 
　本業務は、国が設定している「2050年までに耕地面積に占める有機農業の割合を25％にする」という目標に向け、加古川市において有
機農業に取り組む農業者が増えるよう普及促進を図るため、次代の農業を担う市内の農業高校の生徒を対象に有機農業に関する講義
や有機農業に準じた作物の栽培等の業務を委託するものであり、当該業務を実施することが可能な団体は兵庫県立農業高等学校以外
にないため。

農林水産課
令和７年度加古川内水面漁業振興
センター管理運営等業務委託

加古川漁業協同組合 4,900,000 令和7年4月1日
（地方自治法施行令第167条の2第1項第2号）
　淡水魚の畜養及び放流を行うにあたり、加古川漁業協同組合が加古川水系の漁業権を持つ唯一の団体であり、畜養には専門的知識
及び技術が必要となるため。

農林水産課
令和７年度鳥獣による農作物被害
防除業務委託

一般社団法人兵庫県猟友
会加古川支部、加古川西
支部

別紙のとおり 令和7年4月1日

（地方自治法施行令第167条の2第1項第2号）
　当該業務の履行にあたっては、業務の特殊な性格上、有害鳥獣等による農作物被害等に迅速に対応することができ、かつ、狩猟免許
を有する必要がある。
　本業務を適切に実施する体制が整っていて、市内の有害鳥獣等の生息状況や地形条件等に精通している者は他にないことから、加古
川市内を管轄する一般社団法人兵庫県猟友会加古川支部及び加古川西支部と随意契約を行う。

環境保全課 犬の登録等事務業務委託
一般社団法人兵庫県獣医
師会

別紙「契約単価」 令和7年4月1日

(地方自治法施行令第167条の2第1項第2号)
　本業務については、狂犬病予防法の規定による犬の登録及び鑑札の交付並びに狂犬病予防注射済票の交付に係る手数料徴収事務
を委託するものである。犬の登録は、狂犬病予防注射実施時に行うことで登録漏れを防ぐこ とができるとともに、狂犬病予防注射済票の
交付を、注射実施時に付随して行うことで、飼主が改めて市役所で狂犬病予防注射済票の交付を受ける必要がなくなるため、市民の利
便性が高まる。このことから、狂犬病予防注射を実施する獣医師の多くが所属する(一社)兵庫県獣医師会と随意契約を行う。

環境保全課
微風向風速計気象計保守点検業
務委託

三協電業株式会社 1,364,000 令和7年4月1日
（地方自治法施行令167条の2第1項第8号）
　本案件は、令和7年３月24日に５者で指名競争入札を行ったが、３者辞退、1者無効、1者予定価格超過により不調となったため、最安値
を提示してきた三協電業株式会社と随意契約を行った。

環境第１課
令和7年度使用済み乾電池等の運
搬業務委託

日本通運株式会社　神戸
支店、日本貨物鉄道 株式
会社 関西支社 近畿支店

別紙「契約単価」 令和7年4月1日
（地方自治法施行令第167条の2第1項第2号） 
　使用済み乾電池等については、全国都市清掃会議が策定する「使用済み乾電池等の広域回収・処理計画」に沿って適正に運搬する必
要があるため、計画が定める運搬業者と契約する。

環境第１課
令和7年度使用済み乾電池等の処
理・処分業務委託

野村興産株式会社　関西
営業所

別紙「契約単価」 令和7年4月1日
（地方自治法施行令第167条の2第1項第2号） 
　使用済み乾電池等については、全国都市清掃会議が策定する 「使用済み乾電池等の広域回収・処理計画」に沿って適正に処理する
必要があるため、計画が定める処理・処分業者と契約する。

環境第１課
分別基準適合物の再商品化業務
委託

公益財団法人 日本容器包
装リサイクル協会

別紙「契約単価」 令和7年4月1日
（地方自治法施行令第167条の2第1項第2号) 
　「容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律(容器包装リサイクル法)」の趣旨に基づき、メーカー等の事業者に再
商品化義務があるびん類について、適正かつ合理的に再商品化するため、主務大臣より指定された指定法人と契約する。

環境第１課
粗大ごみ処理手数料収納事務業務
委託

処理券を取扱う常設店舗
等の事業者（34事業者）

別紙「契約単価」 令和7年4月1日

（地方自治法施行令第167条の2第1項第2号)
　市民の利便性の観点から、市内及び近隣の店舗で粗大ごみ収集処理券を購入できる状況を整備するため、契約相手方は1者ではな
く、より多数の事業者と契約締結することが望ましいため。また市が定める同一の条件で契約するため、改正地方自治法施行令第167条
の2第1項第2号により、競争入札に適さないため。

環境第2課
合併浄化槽設置完了検査業務委
託

一般社団法人兵庫県水質
保全センター

別紙「契約単価」 令和7年4月16日
(地方自治法施行令第167条の2第1項第2号)
　兵庫県の指定を受けた唯一の検査機関であるため。

環境第2課 し尿処理業務委託 兵庫県 118,679,220 令和7年4月1日
(地方自治法施行令第167条の2第1項第2号)
　平成7年度に兵庫県と基本協定を締結して投入処理を委託しており、業務を行う者が他にいないため。

環境第2課
令和７年度一般廃棄物（し尿）収集
運搬業務委託

株式会社東播清掃、有限
会社平岡清掃、ヘイアンケ
ミカル株式会社、志方清掃
舎、池田清掃、堀口清掃、
第二堀口清掃

別紙「契約単価」 令和7年4月1日

（地方自治法施行令第167条の2第1項第2号） 
　当該業務においては、収集世帯・地域によって収集車両が限定される他、各世帯の特殊な事情があるため、各地域の実情に精通して
いることが強く求められる。また「廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令」にも「受託者が受託業務を遂行するに足りる施設、人員
及び財政的基礎を有し、かつ、受託しようとする業務の実施に関し相当の経験を有する者であること」と定められている。したがって、単純
な経済性のみの観点から、毎年、委託先が変更となる可能性がある競争入札制度では、生活環境の保全及び安定的・継続的な業務の
遂行が確保できない。 
当該業務の目的を達成するためには、能力その他複数の条件を満たすことが必要であり、上記のすべての条件を満たす者が特定される
ことから、各地域の実情に精通した市内7業者に随意契約するものである。



主管課名 名称 契約業者名
契約金額
（単位：円）

契約日 契約の相手方を選定した理由

環境第2課
令和７年度一般廃棄物（し尿）臨時
収集運搬業務委託

株式会社東播清掃、有限
会社平岡清掃、ヘイアンケ
ミカル株式会社、第二堀口
清掃

別紙「契約単価」 令和7年4月1日

（地方自治法施行令第167条の2第1項第2号） 
　当該業務については、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令」に規定されている「受託業者が業務を遂行するに足りる施設・人
員及び財政的基礎を有し、かつ、業務の実施について相当の経験を有すること」を前提として、市内の実情に精通し、さらに市の指示に
即応できる能力が必要であり、当該業務の目的を達成するための能力その他複数の条件をすべて満たす者が特定されることから、し尿
収集運搬委託業務を委託している7業者の中から４者を委託先として随意契約することが最適であると考えられるため。

環境施設課 一般廃棄物埋立処分委託
大阪湾広域臨海環境整備
センター

別紙「契約単価」 令和7年4月1日
（地方自治法施行令第167条の2第1項第2号）
　近畿の自治体、港湾管理者の出資事業であり、近畿圏からの発生廃棄物の最終処分と環境保全を図っており、当センター以外で受入
可能な施設はないため

地域福祉課
加古川市生活困窮者居住支援事
業業務委託

特定非営利活動法人神戸
の冬を支える会

別紙のとおり 令和7年4月1日
(地方自治法施行令第167条の2第1項第2号該当)
　当該役務を提供できる事業者が近隣には特定非営利活動法人神戸の冬を支える会しか存在しないため。

高齢者支援課
在宅医療機能の検索及び相談シス
テム保守管理にかかる業務委託

一般社団法人加古川医師
会

1,493,900 令和7年4月1日
(地方自治法施行令第167条の2の第1項第2号) 
　当システムは兵庫県医師会が、県下の郡市区医師会が共通利用できるように開発提供されたICT基盤を活用したものであり、加古川
医師会と契約しなければ目的を達成できないため。

高齢者支援課
加古川市福祉バス運行管理業務委
託

神姫トラストホープ株式会
社

23,529,000 令和7年4月1日

(地方自治法施行令第167条の2第1項第5号)
　本案件は令和7年3月24日に7者で指名競争入札を行ったが、4者辞退、1者無効、2者予定価格超過により不調となった。
　本業務は、市内の高齢者団体等関係団体の健全な育成発展、市民の 生きがいの充実及び福祉の増進を図るため、福祉バスを運行
するものであるが、既に令和7年4月1日以降の使用予約を受け付けており、4月1日までに令和7年度契約相手方を決定しなければ、市民
にとって不利益となるため、地方自治法施行令第167条の2第1項第5号に基づき、入札当日参加の意思のあった3者に見積り依頼を行っ
た。

高齢者支援課
加古川市高齢者住宅等安心確保
事業業務委託

社会福祉法人のじぎく福祉
会

8,107,000 令和7年4月1日
（地方自治法施行令第167条の2第1項第2号）
　この事業は、生活援助員を派遣し、入居者の生活相談や安否確認、一時的な家事援助、緊急対応等のサービスを提供するものであ
る。のじぎく福祉会は、高齢者世話付住宅に近接した施設をもち、職員体制や緊急時の連携体制が整っている唯一の法人であるため。

高齢者支援課
加古川市成年後見支援センター運
営業務委託

社会福祉法人加古川市社
会福祉協議会

54,521,999 令和7年4月1日
(地方自治法施行令第167条の2第1項第2号) 
　業務の性質上、福祉制度全般に関する知識を要し、かつ相談技術を備えた専門的な職員が必要であるため。また、センターの運営に
おいては、継続的かつ安定的な運営基盤が必要であるため。

高齢者支援課
加古川市地域包括支援センター運
営事業委託

社会福祉法人福竹会、社
会福祉法人万亀会、社会
福祉法人グランはりま、社
会福祉法人カリタスの里、
社会医療法人社団順心
会、社会福祉法人鶴林園

229,874,000 令和7年4月1日

(地方自治法施行令第167条の2第1項第2号)
　事業趣旨に添う形で、高齢者の総合相談業務等の体制が各地域(日常生活圏域)において整備されている団体であり、加古川市地域
包括支援センター運営事業実施要綱で定める要支援者のケアプランを作成する指定介護予防支援事業所を併設しており、地域の関係
機関とも連携しながら事業を実施することが可能であることから、同法人との契約が適切と考えるため。

高齢者支援課
加古川市生活支援体制整備事業
業務委託

社会福祉法人加古川市社
会福祉協議会

48,000,000 令和7年4月1日
(地方自治法施行令第167条の2第1項第2号) 
　市域全体において、町内会、民生児童委員、市民ボランティア等と密接に連携し、町内会単位で地域課題を話し合う協議体を実施して
いる実績があり、本事業において地域の支援体制を構築することができる唯一の団体であるため。

障がい者支援課
地域生活支援拠点等コーディネート
業務及び加古川市障がい者基幹相
談支援センター運営事業業務委託

社会福祉法人加古川市社
会福祉協議会

47,204,600 令和7年4月1日
(地方自治法施行令第167条の2第1項第2号) 
　業務の性質上、障がい者の特性への理解や福祉制度全般に関する知識等を要し、かつ相談技術を備えた専門的な職員を要するた
め。また、センターの運営においては、継続的かつ安定的な運営基盤が必要であるため。

介護保険課
介護保険 訪問調査システム保守
業務委託

株式会社日立システムズ
関西支社

2,794,176 令和7年4月1日
（地方自治法施行令第167条の2第1項第2号） 
　株式会社日立製作所が独自に開発したパッケージシステムであり、同グループ会社以外に当該業務を委託できる業者がいないため。 

介護保険課 要介護認定等調査業務委託
順心会居宅介護支援セン
ター加古川ほか

別紙「契約単価」 令和7年4月1日

(地方自治法施行令第167条の2第1項第2号)
　市内の場合は、対象者が多数であるため、多くの事業所との契約が必要であること。また、法令（介護保険法第27条第11項）により30
日以内に結果を出さなければならないため、時間的に制約があることにより、県・市の研修を受講し実績のある事業者等に認定調査業
務を委託する。（介護保険法第28条第５項　等）
　市外の場合は、認定申請者の住所または居所によって委託先が各地に及んでおり、必要に応じて申請者の住所及び居所の近隣の事
業者に認定調査業務を委託する。

介護保険課
要介護認定等調査業務委託（指定
市町村事務受託法人）

公益財団法人加古川総合
保健センター

別紙「契約単価」 令和7年4月1日
(地方自治法施行令第167条の2第1項第2号)
　介護保険法第24条の2第1項の規定により指定市町村事務受託法人であって、本市をサービス提供地域とする法人が、公益財団法人
加古川総合保健センターのみであるため。

地域医療課
加古川歯科保健センター運営業務
委託

加古川歯科保健協会 11,298,000 令和7年4月1日
(地方自治法施行令第167条の2第1項第2号) 
　休日救急歯科診療とともに障がい児(者)に対する専門的歯科治療等が行えるのは、加古川歯科保健協会以外にはないため。

地域医療課
令和７年度医科救急患者診療業務
委託

一般社団法人加古川医師
会

14,465,695 令和7年4月1日

(地方自治法施行令第167条の2第1項第2号)
　本業務は休日の一次救急患者及び二次救急患者の診療を実施する医療行為であり、医師のみが行えるが、実施にあたっては、複数
の協力医療機関を確保する必要がある。
　一般社団法人加古川医師会は、1市2町(加古川市、稲美町及び播磨町)の医療機関を会員とする唯一の団体であることに加え、高砂市
医師会とも連携が図れている。当該団体と契約を締結することにより、地域の医療機関において救急患者の診療体制を安定的に確保す
ることが可能となるため、当該団体と随意契約を行う。



主管課名 名称 契約業者名
契約金額
（単位：円）

契約日 契約の相手方を選定した理由

市民健康課 子宮がん個別検診業務委託
一般社団法人 加古川医師
会

別紙「契約単価」 令和7年4月1日

(地方自治法施行令第167条の2第1項第2号) 
　業務内容が市民の健康増進に関する検診業務であるが、医学的専門知識や技術を保持するとともに、市民の利便性の確保ができるこ
とから、市内全域に検診ができる医院を持ち、検診費請求事務の集約を行うことができる唯一の機関である加古川医師会と随意契約を
行う。

市民健康課
令和７年度検診・健康診査業務委
託

公益財団法人加古川総合
保健センター

別紙のとおり 令和7年4月1日
(地方自治法施行令第167条の2第1項第2号) 
　業務内容が市民の健康増進に関する検診業務であるが、医学的専門知識や技術を保持し、同時に多数の人が検診を受診できる機関
が、加古川市には加古川総合保健センター以外にないため。

市民健康課 令和７年度歯周病検診業務委託
一般社団法人播磨歯科医
師会

別紙「契約単価」 令和7年4月1日

(地方自治法施行令第167条の2第1項第2号)
　この業務は市民の健康増進にかかる検診業務であり、歯や口腔に関する専門的知識や技術を有した者でなければ行うことができず、
受診者の利便性を考慮し、市内全域に会員を持ち、各医療機関で受診できる個別検診を行うことができ、かつ、検診事務のとりまとめを
行うことができる一般社団法人播磨歯科医師会と随意契約を行う。

市民健康課 乳がん個別検診業務委託
一般社団法人加古川医師
会

別紙「契約単価」 令和7年4月1日
(地方自治法施行令第167条の2第1項第2号) 
　乳がん検診の実施には、マンモグラフィの設置及び医学的に高度な技術が必要であり、加古川医師会は、二重読影を含めた国が示す
精度管理の条件を満たす体制を整備しているため。

国民健康保険課 令和７年度特定保健指導業務委託
公益財団法人加古川総合
保健センター

別紙「契約単価」 令和7年4月1日

(地方自治法施行令第167条の2第1項第2号)
　特定保健指導は特定健康診査の結果をうけて行う事業である。特定健康診査(集団健診)については、市内において一度に多数の被保
険者を受入可能な健診機関が加古川総合保健センターのみであり、健診結果を同じ機関で取り扱う点や「特定保健指導の実施に関する
基準」に基づき事業が実施でき、かつ事業実績がある点から加古川総合保健センターとの随意契約とする。

国民健康保険課
令和７年度後期高齢者歯科健診業
務委託

一般社団法人播磨歯科医
師会

別紙「契約単価」 令和7年4月1日

(地方自治法施行令第167条の2第1項第2号)
　後期高齢者歯科健診は歯や口腔に関する専門的知識や技術が必要となり、歯科医師のみが行えるが、実施にあたっては、受診者の
利便性を図るため、より多くの協力医療機関を確保する必要がある。一般社団法人播磨歯科医師会は、市内の医療機関を会員とする唯
一の団体であり、各医療機関において個別検診及び検診事務のとりまとめが可能となるため随意契約を行う。

国民健康保険課
加古川市糖尿病改善教室開催業
務委託

公益財団法人加古川総合
保健センター

別紙のとおり 令和7年4月15日

(地方自治法施行令第167条の2第1項第2号)
　当該業務は医療機関の早期受診及び生活習慣改善につなぐことが求められ、教室実施前には対象者の健診情報の把握、実施後には
医療機関との継続した連携が欠かせない。市内において多くの対象者を一度に受け入れ、かつ委託内容を確実に実施できる保健機関
は加古川総合保健センターのみであるため。

こども政策課
加古川市こどもの居場所づくり推進
事業業務委託

社会福祉法人加古川市社
会福祉協議会

2,846,583 令和7年4月1日

(地方自治法施行令第167条の2第1項第2号)
　委託先である加古川市社会福祉協議会は企業や官公庁から多数の寄附を受付してきた実績があり、こども食堂に対する食材の寄附
の受付や配分もスムーズに行うことが可能である。さらに同協議会が携わっているささえあい協議会やボランティアセンター事業といった
地域に根差した活動により築いた人的ネットワークを生かし、新たな担い手の発掘についても大きな効果が期待できる。
　また、相談窓口の設置にあたり、継続的かつ安定的な運営基盤を有しており、事業の円滑な実施が期待できることから同協議会と随意
契約を行う。

こども政策課
加古川市ファミリーサポートセン
ター産後子育てサポート事業業務
委託

一般社団法人関西コミュニ
ケーション・  サポートセン
ター

3,237,594 令和7年4月1日

(地方自治法施行令第167条の2第1項第2号) 
　当該業務は、(一社)関西コミュニケーション・サポートセンターに運営を委託する加古川市ファミリーサポートセンター事業(以下「既存事
業」という。)と一体的に行うことで、事業実施及び市民への説明や周知について、より効果的で効率的に業務を行うことができる。 
　よって、業務の目的を効果的に達成することができるのは、既存事業の受託者である当該法人のみであるため

こども政策課
加古川市子ども・子育て応援託児
サービス運営業務委託

特定非営利活動法人子育
てサポート☆きらりing

5,288,140 令和7年4月1日

(地方自治法施行令第167条の2第1項第2号) 
　当該業務は、特定非営利活動法人子育てサポート☆きらりingに運営を委託する加古川駅南子育てプラザ及び東加古川子育てプラザ
内で実施するものであり、同法人が実施する子育てプラザ子育て支援事業との内容や実施スケジュール等の調整のほか、各部屋・機材
等の利用調整など、施設全体として効率的かつ一体的な運用を行う必要がある。 
　また、利用者に対しても、子育てプラザで実施される各種子育て支援サービスへの参加申込や問合せ等について委託業務の区分けな
く円滑に利用できる体制を確保する必要があり、これらの条件を総合的に満たし、当該業務の目的を達成することができるのは子育てプ
ラザ子育て支援業務の受託者である同法人のみであるため。

育児保健課
母子保健法に規定する健康診査業
務委託（医師）

一般社団法人加古川医師
会

別紙のとおり 令和7年4月1日

(地方自治法施行令第167条の2第1項第2号) 
　乳幼児健康診査は医学的措置であり、医師のみが行えるが、実施にあたっては、被健診者の利便性を図るため、より多くの協力医療
機関を確保する必要がある。一般社団法人加古川医師会は、診療科目等を問わず市内の医療機関を会員とする唯一の団体であり、当
該団体と契約を締結することにより、市内の医療機関において健診を実施することができるとともに、各医療機関への速やかな情報提供
等を行うことができるなど、健診事業の質的安定を図ることができるため。

育児保健課
加古川市妊婦歯科健康診査業務
委託

一般社団法人　播磨歯科
医師会

別紙「契約単価」 令和7年4月1日
（地方自治法施行令第167条の2第1項第2号）
　妊婦歯科健康診査は医療行為であり、被健診者の利便性を図るには地域の歯科医師の協力が不可欠であるため。また、その歯科医
師のとりまとめを行っているのが播磨歯科医師会であるため。

育児保健課
母子保健法に規定する健康診査業
務委託（歯科医師)

一般社団法人播磨歯科医
師会

別紙のとおり 令和7年4月1日
（地方自治法施行令第167条の2第1項第2号）
　乳幼児健康診査は医療行為のため、実施にあたっては歯科医師の協力が不可欠であり、地域の歯科医師の取りまとめを行っているの
が播磨歯科医師会であるため。

育児保健課 広域的予防接種業務委託
一般社団法人兵庫県医師
会

別紙のとおり 令和7年4月1日
（地方自治法施行令第167条の2第1項第2号） 
　予防接種は医学的措置となるため医師の協力が必要不可欠であり、 兵庫県内の医師の取りまとめが可能な団体は兵庫県医師会の
みであるため。

育児保健課 予防接種業務委託

一般社団法人加古川医師
会 
一般社団法人高砂市医師
会 
一般社団法人明石市医師
会

別紙のとおり 令和7年4月1日

(地方自治法施行令第167条の2第1項第2号)
　予防接種は医学的措置であり、医師のみが行えるが、実施に当たっては、被接種者の利便性を図るため、より多くの協力医療機関を
確保する必要がある。
　契約相手方の３者については、診療科目等を問わず市内の医療機関を会員とする唯一の団体であり、当該団体と契約を締結すること
により、市内の医療機関において予防接種を実施することができるとともに、各医療機関への速やかな情報提供等を行うことができるな
ど予防接種事業の質的安定を図ることができるため。



主管課名 名称 契約業者名
契約金額
（単位：円）

契約日 契約の相手方を選定した理由

幼児保育課
産業廃棄物（廃プラスチック類）の
収集運搬業務委託

株式会社　池田 3,267,000 令和7年4月1日

（地方自治法施行令第167条の2第1項第2号）
　収集運搬業務は、前述のとおり廃棄物処理法に基づき産業廃棄物の処分とは別に委託する必要があるが、本業務と処分業務をそれ
ぞれで入札を行う場合、処分業者が収集運搬業者を受け入れできないケースがあることから、入札で決定した処分業務事業者から提携
業者として指定された、本業務の履行が見込める業者と1者随意契約を行う。

幼児保育課
しかたこども園送迎バス運行管理
業務委託

神姫トラストホープ株式会
社

9,385,200 令和7年4月1日

（地方自治法施行令第167条の2第1項第6号） 
　当該業務について、令和7年３月25日（火）に５者で入札を行ったが、予定価格超過により不調となった。当該業務は令和7年４月1日か
ら実施する必要があり、速やかに契約を締結しなければ運転士の確保ができなくなるなど契約する時期を失し、園児の安全な通園手段
が確保できなくなる恐れがあることから、当初の入札において最安値を提示してきた神姫トラストホープ株式会社と随意契約を行う。

幼児保育課 一般廃棄物処理業務委託
有限会社ダイヨシ環境管
理

1,102,200 令和7年4月1日
（地方自治法施行令第167条の2第1項第８号）
　本案件は、令和7年３月25日に４者で指名競争入札を行ったが、予定価格超過により不調となったため、最安値を提示してきた有限会
ダイヨシ環境管理に見積りを依頼する。

土木総務課
ＪＲ加古川駅南広場施設管理業務
委託

加古川再開発ビル株式会
社

10,861,554 令和7年4月1日

(地方自治法施行令第167条の2第1項第2号)
　①ＪＲ加古川駅南広場に設置されている複数施設を一体的に管理することができる事業者であること。②常に駅前南広場内の状況把
握ができ、緊急時の利用者への対応も迅速に行える事業者であること。③監視カメラ関連機器（モニター及び録画機器等）の設置場所を
確保のうえ、その維持管理ができる事業者であること。以上の条件をすべて満たす者が他に見当たらないため。

土木総務課
加古川市立東加古川駅第一自転
車駐車場管理運営業務委託

公益財団法人自転車駐車
場整備センター

1,327,920 令和7年4月1日
（地方自治法施行令第167条の2第1項第2号）
　本駐車場における自転車整理及び手数料収納、東加古川駅周辺における使用者対応等すべての業務を履行できる事業者が1者であ
るため。

公園緑地課
花とみどりのまちづくり講座業務委
託

特定非営利活動法人加古
川緑花クラブ

3,098,650 令和7年4月1日

（地方自治法施行令第167条の2第1項第2号）
　当該業務は、「花とみどりのまちづくり」を担う人材を養成するための講座について企画から運営までの全般にわたる業務を委託するも
のである。特定非営利活動法人加古川緑花クラブは、加古川市公園緑地課主催の「花と緑のまちづくりリーダー養成講座」を受講した修
了生により、住民主体の「花と緑のまちづくり」を通じて、潤いと安らぎのあるまちづくりに貢献することを目的に創設された団体であり、講
習会の会場である日岡山公園の立地や、講座の企画運営に関するノウハウを熟知しているとともに、住民が主体となって加古川市の緑
化を推進していくために最も適した団体であるため。

公園緑地課
日岡山公園交通誘導警備業務委
託（その１）

バンガード株式会社　東播
支社

別紙「契約単価」 令和7年4月1日
（地方自治法施行令第167条の2第1項第6号） 
　桜の開花時期が年度末及び年度初めと年度をまたがり、業務における現場の混乱回避及び継続した安全対策のため、年度末工期の
業者と引き続き契約する。

治水対策課
泊川排水機場電気設備点検業務
委託

一般財団法人関西電気保
安協会　加古川営業所

1,508,760 令和7年4月1日
(地方自治法施行令第167条の2第1項第2号)
　泊川排水機場は、台風や津波から市民を守る重要な施設であり、特殊な電気設備を有することから優れた技術と長年の実績を有する
当該事業者でなければ対応できないため。

治水対策課 別府みなと緑地維持管理業務委託

スポーツと文化のまち　か
こがわ健幸パートナーズ代
表者　ＴＣ神鋼不動産サー
ビス株式会社

6,204,000 令和7年4月1日
(地方自治法施行令第167条の2第1項第2号)
　別府みなと緑地は、同緑地内に在る「加古川海洋文化センター」と一体利用されていることから、同施設を熟知し臨機に対応ができる加
古川海洋文化センター指定管理者(当該業者)以外、当該業務を履行できる者がないため。

都市計画課
加古川駅北自動車整理場管理業
務委託

加古川再開発ビル株式会
社

5,140,300 令和7年4月1日

(地方自治法施行令第167条の2第1項第2号)
　1機器の保守点検、及び日常巡回点検等の多岐にわたる業務を総合的に調整し、一体管理できる事業者であるため。
　2駅北広場及び加古川駅北自動車整理場の状況把握ができ、機器の故障やつり銭等に関するトラブルなど緊急時の場合も利用者へ
の迅速な対応が可能な事業者であるため。

都市計画課
加古川市自家用有償旅客運送運
行業務委託

上荘公共交通協議会 1,665,213 令和7年4月1日
(地方自治法施行令第167条の2第1項第2号)
　地域の実情を理解し、課題解決を図りつつ、持続可能な運行とするためには、町内会連合会・老人クラブ連合会の役員等を構成メン
バーとする上荘公共交通協議会以外に見当たらないため。

都市計画課
美しい街づくり推進事業業務委託
（平野交差点東花壇外５花壇）

特定非営利活動法人加古
川緑花クラブ

3,084,718 令和7年4月1日

(地方自治法施行令第167条の2第1項第2号)
　当該業務は、加古川市景観まちづくり条例に掲げる「市民と協働で魅力ある景観を形成する」という趣旨のもと行う事業である。ＮＰＯ法
人加古川緑花クラブは、加古川市公園緑地課主催の「花と緑のまちづくりリーダー養成講座」を受講した修了生により、住民主体の「花と
緑のまちづくり」を通じて、潤いと安らぎのあるまちづくりに貢献することを目的に創設された団体であり、事業の趣旨に合致するため随意
契約する。

建築指導課
加古川市簡易耐震診断推進事業
業務委託

公益財団法人兵庫県住宅
建築総合センター

別紙のとおり 令和7年4月1日

(地方自治法施行令第167条の2第1項第2号)
　本事業は、兵庫県下一律の診断判定基準により実施する必要があり、当基準の整備及び耐震診断員の養成・指導を行える団体でなけ
ればならないため。同団体は、住宅建築に関する総合的な指導を実施することができる公的機関であり、本事業の遂行について県下各
市町とも同団体を業務委託先として契約を実施している。

住宅政策課
市営土山住宅昇降機保守点検業
務委託

フジテック株式会社　神戸
支店

2,534,400 令和7年4月1日
(地方自治法施行令第167条の2第1項第2号) 
　詳細点検及び消耗品等の交換行うにはメーカー独自のノウハウが必要であり、故障時における原因究明及び迅速かつ確実な機能回
復はフジテック製昇降機の維持管理に精通した当業者しかできないため。

会計課 収納済通知書データ化業務委託
株式会社さくらケーシーエ
ス

別紙「契約単価」 令和7年4月1日
(地方自治法施行令第167条の2第1項第2号) 
　当該業務を行うためのシステムを㈱さくらケーシーエスが保有しており、同事業者でなければ業務を履行することができないため。

消防本部総務課
防火水槽及び防災井戸保守管理業
務委託

有限会社エコクリーン 4,708,000 令和7年4月1日
(地方自治法施行令第167条の2第1項第8号) 
　本案件は、令和7年3月18日(火)に6者で指名競争入札を行ったが、予定価格超過により不調となったため、最安値を提示してきた有限
会社エコクリーンに見積書の提出を依頼する。



主管課名 名称 契約業者名
契約金額
（単位：円）

契約日 契約の相手方を選定した理由

議事総務課
加古川市議会会議録検索システム
管理業務委託

神戸綜合速記株式会社 別紙「契約単価」 令和7年4月1日

(地方自治法施行令第167条の2第1項第6号)
　この業務は、外部サーバーを利用し、加古川市議会の会議録をインターネット上で閲覧できるよう管理・運用を行うもので、当該委託期
間中の会議録に加え現在システム上に登録している過去分の累年データも対象としている。
　過去データとの一体的な運用により事業効果を発揮することができ、かつ、他者において過去データ移行のためのデータ変換・データ
ベース化等の再構築を改めて実施する場合と比べて当該作業費を除外することができ、著しい経費の削減効果が認められることから現
行の会議録検索システムの構築を行った、神戸綜合速記株式会社と随意契約を行う。

学務課
学校園検診用器具滅菌消毒業務
委託

鴻池メディカル株式会社
西日本事業部  兵庫営業
所

別紙「契約単価」 令和7年4月1日
(地方自治法施行令第167条の2第1項第2号) 
　学校保健安全法施行規則第5条の規定により毎学年6月30日までに全学校園で検診を実施することとなっており、大量の検診用物品の
滅菌・消毒、配送・回収が必要となるが、近隣の登録業者で同様のサービスを実施できる機関が他にないため。

学務課
令和７年度児童生徒脊柱側わん検
診及び運動器検診業務委託

公益財団法人加古川総合
保健センター

別紙「契約単価」 令和7年4月30日

(地方自治法施行令第167条の2第1項第2号) 
　公益財団法人加古川総合保健センターは、「地域の健康を支える」という経営理念のもと、保健・医療情報の提供、地域保健及び福祉
に関する各種の事業等を実施し、もって地域住民の健康の保持及び増進に寄与することを目的に加古川医師会と加古川市・稲美町・播
磨町の一市二町により設立された公益的な団体である。 
　当該業務は児童生徒の脊柱側わん検診及び運動器検診業務を委託するものであり、事前調査票による一次検診対象者の抽出後、整
形外科医を複数校に派遣し一次検診対象者の視触診を実施するとともに、脊柱側わん症の二次検診対象者については、Ｘ線撮影による
診断を行うものである。 
　脊柱側わん検診及び運動器検診業務については、各学校及び医師との日程調整等を考慮すると、すべての業務を一括発注すること
が効率的であり、脊柱側わん二次検診についても児童生徒が近隣で受診できることが望ましい。 
　また、この業務は専門性が高い分野に関する業務であり、各医療機関と連携をはかりながら実施する必要があり、検診対象者にとって
も地理的条件がよく、すべての業務を実施できる団体はほかにないため公益財団法人加古川総合保健センターと随意契約を行うもので
ある。

中央図書館
図書館システムハードウェア保守業
務委託

ＮＥＣネクサソリューション
ズ株式会社　 関西支社

1,293,600 令和7年4月1日
（地方自治法施行令第167条の2第1項第2号） 
　当該保守業務の製品に関する性能・構造・技術情報に熟知している製造元以外では業務を遂行することができないため。

中央図書館
加古川図書館IＣタグ関連機器保守
業務委託

ＮＥＣネクサソリューション
ズ株式会社　 関西支社

2,068,440 令和7年4月1日
（地方自治法施行令第167条の2第1項第2号）
　当該保守業務の製品に関する性能・構造・技術情報に熟知している製造元以外では業務を遂行することができないため。

中央図書館 書誌情報作成提供業務委託
株式会社図書館流通セン
ター

1,867,800 令和7年4月1日
（地方自治法施行令第167条の2第1項第2号） 
　加古川市の図書館システムでは、蔵書データについて（株）図書館流通センターが作成する書誌情報を使用しており、当該事業者でな
ければ、書誌情報の新規作成や更新作業を行えないため。

学校教育課
加古川市中学生海外派遣事業業
務委託

公益財団法人加古川市国
際交流協会

6,408,000 令和7年4月1日

(地方自治法施行令第167条の2第1項第2号) 
　公益財団法人加古川市国際交流協会は、海外諸都市との友好交流や国際理解と国際協力の実現を目的に設立された団体であり、多
文化共生や国際交流のノウハウを十分に有している。 
　また、姉妹都市であるオークランド市や現地の派遣団体受け入れ校との良好な関係性も有しており、当該事業を実施する上での連絡
調整、事前準備をはじめ、派遣期間中も事業を円滑かつ効果的に実施することができることから、業務を委託するのに最も適した団体で
あるため。

学校教育課 教職員健康診断事業業務委託
公益財団法人加古川総合
保健センター

別紙のとおり 令和7年4月1日

(地方自治法施行令第167条の2第1項第2号) 
　健診に関する専門的知識を有し、多岐にわたる項目について市が指定する施設で巡回集団健診を実施することができるとともに、市内
において随時、集団健診を受診できなかった教職員に対する個別健診を行うことができる機関は、公益財団法人加古川総合保健セン
ター以外にないため。

学校教育課
加古川市中学校体育大会運営事
業業務委託

加古川市中学校体育連盟 1,128,000 令和7年4月21日
(地方自治法施行令第167条の2第1項第2号)
　加古川市中学校体育連盟は、各校の体育担当の代表者が理事等の連盟役員として参加しており、かつ、各運動部顧問の協力のもと
各種大会の運営を安全かつ円滑に実施することができる市内唯一の機関であり、他に類似団体もないため。

学校教育課
トライやる・ウィーク推進事業業務
委託

加古川市「トライやる・
ウィーク」実行委員会

11,700,000 令和7年4月22日
(地方自治法施行令第167条の2第1項第2号) 
　本実行委員会は、トライやる・ウィーク推進事業の実施に必要な活動の企画及び準備等を目的として設立された実行委員会であり、地
域と連携を図りながら、本事業を最も円滑かつ効果的に実施することができることから、本実行委員会と随意契約を行うものである。

教育支援課
学校における医療的ケア児訪問看
護業務委託

特定非営利活動法人ハー
ト・ケア・ステーション

別紙「契約単価」 令和7年4月1日

（地方自治法施行令第167条の2第1項第2号）
　本業務は、令和7年３月2５日に３者で指名競争入札を実施する予定であったが、入札開始時刻までに入札に参加するものが1者となっ
たため、中止となった。
　この業務は、学校における医療的ケア児訪問看護業務を行うものであり、児童生徒に対して医療的ケアを行うことができることが求めら
れる。これらの条件を満たす者のうち、前回の入札において応札の意思を示していた事業者及び入札では辞退したものの業務を履行で
きる可能性のある事業者の2者による見積合わせ行い、最安値を提示してきた特定非営利活動法人ハート・ケア・ステーションと随意契
約を行う。

教育支援課 青少年育成事業活動業務委託
加古川市青少年育成連絡
協議会

1,400,000 令和7年4月1日
(地方自治法施行令第167条の2第1項第2号)
　加古川市青少年育成連絡協議会は、12中・義務教育学校区の代表で構成されており、各中・義務教育学校区の協力のもと加古川市内
全域で青少年の健全育成に寄与することができる唯一の団体であるため。



主管課名 委託名 契約単価（税抜）  　　（単位：円）

生活安全課 令和7年度見守りカメラ等移設業務委託

【見守りカメラ移設】地域事情の変更等による移設 　 193,600円
【見守りカメラ移設】共架柱の撤去等による移設　　   100,000円
【車両設置】廃車等による撤去　　　　　　　　　 　　　　　  5,000円
【車両設置】購入等による設置　　　　　　　　　　　　　　 20,000円

企画広報課 点字広報制作業務委託
製版・校正料　2,500円／1頁
事務諸経費　10,000円／1回
発行費　364円／1部

環境保全課 犬の登録等事務業務委託
犬の登録事務手数料の徴収事務　　　　　　　  ：１頭につき６００円
狂犬病予防注射済票交付手数料の徴収事務 ：１件につき１１０円

環境第１課 不法投棄物回収業務委託
２３，１００円／業務１回あたり
（うち消費税及び地方消費税　２，１００円）

環境第１課 令和7年度使用済み乾電池等の運搬業務委託
資源化センターからJR姫路貨物駅まで  15,000円／回
JR姫路貨物駅から広域回収・処理センターまで  132,000円／回
（いずれも税別）

環境第１課 令和7年度使用済み乾電池等の処理・処分業務委託 78円／kg（税別）
環境第１課 分別基準適合物の再商品化業務委託 ガラスびん(無色)11.0円/kg、(茶色)13.9円/kg、(その他)20.2円/kg
環境第１課 粗大ごみ処理手数料収納事務業務委託 処理券1枚販売につき30円（消費税別）
環境第2課 合併浄化槽設置完了検査業務委託 12,500円／基（税抜）

環境第2課 令和７年度一般廃棄物（し尿）収集運搬業務委託
（1）従量制単価額　80円/10㍑
（2）仮設便所単価額　6,000円/基

環境第2課 令和７年度一般廃棄物（し尿）臨時収集運搬業務委託 従量制単価額　80円/10㍑
環境施設課 一般廃棄物埋立処分委託 12,870円/t

介護保険課
令和７年度加古川市介護保険料納付額決定通知書作成及び圧着業
務委託

通知書作成　１枚当たり20.00円
圧着業務　１枚当たり10.00円

介護保険課 要介護認定等調査業務委託
5,000円（税抜）/件（在宅・機械）
4,000円（税抜）/件（在宅・手書、個人委託）
3,000円（税抜）/件（施設内）

介護保険課 要介護認定等調査業務委託（指定市町村事務受託法人） 7,500円（税抜）/件

市民健康課 令和７年度がん検診無料受診券等作成及び封入封緘業務委託

【がん検診無料受診券等作成】※税抜き
　①子宮頸がん検診無料受診券：44.5円／件
　②乳がん・肝炎ウイルス検診無料受診券：40円／件
　③肝炎ウイルス検診無料受診券：38円／件
　④がん検診手帳：60円／件
　⑤案内文（肝炎）：7円／件
　⑥案内文（子宮頸がん）：12円／件
　⑦案内文（乳がん））：10.5円／件
　⑧チラシ（65歳）：7.2円／件
　⑨チラシ（検診）：5.2円／件
　⑩発送用窓あき封筒：16円／件
　⑪発送用窓なし封筒：18.8円／件
【封入封緘】
　Ａ）子宮頸がん（①＋④＋⑥＋⑨）：27円／件
　Ｂ）乳がん・肝炎（②＋④＋⑤＋⑦＋⑨）：27円／件
　Ｃ）肝炎（③＋⑤＋⑨）：27円／件
　Ｄ）65歳（⑧＋⑨）：16円／件

別紙「契約単価」



主管課名 委託名 契約単価（税抜）  　　（単位：円）

市民健康課 子宮がん個別検診業務委託

（税込単価）
【新たなステージに入ったがん検診の総合支援事業対象者】
①子宮頸部がん（自己負担なし）：9,857円
②子宮頸・体部がん（体部自己負担なし）：15,742円
③子宮頸・体部がん（体部自己負担あり）：15,242円

【新たなステージに入ったがん検診の総合支援事業対象者以外】
①子宮頸部がん（自己負担なし）：9,757円
②子宮頸部がん（自己負担あり）：8,256円
③子宮頸・体部がん（自己負担なし）：15,642円
④子宮頸・体部がん（自己負担あり）：13,642円
⑤子宮体部がん：11,132円

【子宮がん個別検診管理運営費】
①結果の取りまとめ及び報告等事務：44円

市民健康課 令和７年度歯周病検診業務委託
（税抜単価）
3,382円（自己負担有）
4,746円（自己負担無）

市民健康課 乳がん個別検診業務委託

乳がん検診（自己負担あり）　  　　7,882円（税込）
乳がん検診（自己負担なし）　　　  9,383円（税込）
乳がん検診精度管理研修会　  112,730円（税込）
乳がん個別検診管理運営費　　　 2,502円（税込）

国民健康保険課 令和７年度健診受診票等封入封緘業務委託（後期高齢）
後期高齢者健診
15.00円

国民健康保険課 令和７年度健診受診票等封入封緘業務委託（特定健診）

【封入封緘】
A）特定健診（40-64歳分）
　  特定健診（65-74歳分）
15.00円
B）特定健診（75歳到達者）
30.00円

国民健康保険課 令和7年度診療報酬明細書審査点検等業務委託 単価契約（1枚0.83円）

国民健康保険課 令和７年度特定保健指導業務委託
単価契約
≪動機づけ支援≫　10,000円（税抜）
≪積極的支援≫　　27,300円（税抜）

国民健康保険課 令和７年度後期高齢者歯科健診業務委託 ４，４１０円（消費税抜き）／件

国民健康保険課
令和７年度加古川市国民健康保険資格情報のお知らせ及び資格確
認書　封入封緘等業務委託

(１)	資格情報のお知らせの封入封緘に関する業務 　１件につき 25.00円
(２)	資格確認書の封入封緘に関する業務　１件につき 25.00円
(３)	発送用窓あき封筒の作成に関する業務　１件につき 10.00円

国民健康保険課
令和７年度加古川市国民健康保険料納付通知書糊ブッキング及び
封入封緘等業務委託

(１)納付通知書連続帳票（一般納付用）に関する業務　１通につき 60.00円
(２)納付通知書連続帳票（口座納付用）に関する業務　１通につき 47.00円
(３)納付通知書連続帳票（特別徴収用）に関する業務　１通につき 54.00円
(４)発送用封筒の作成に関する業務　　　　　            １通につき 14.80円



主管課名 委託名 契約単価（税抜）  　　（単位：円）

医療助成年金課 令和７年度医療費受給者証封入封緘業務委託
封筒１枚につき10円00銭
医療費受給者証封入封緘1枚につき18円00銭

育児保健課 加古川市妊婦歯科健康診査業務委託 個別健診 4,291円/人（税抜）
幼児保育課 産業廃棄物（廃プラスチック類）の処分業務委託 単価契約　50円/ｋｇ

公園緑地課 権現総合公園交通誘導警備業務委託
4月1日～4月4日8時30分から17時30分まで　　18，900円／人・日　（税別）
土・日・祝8時30分から17時30分まで 　 18，900円／人・日　（税別）
5月3日～5月6日8時30分から17時30分まで 　 18，900円／人・日　（税別）

公園緑地課 日岡山公園交通誘導警備業務委託（その１）

平日（10時から19時まで） 　　20，000円／人・日　（税別）
土・日・祝（9時から21時まで） 29，600円／人・日　（税別）
時間外（平日）　　　　　　　　　　3，200円／人・時間（税別）
時間外（土・日・祝）    　　　  　 4，000円／人・時間（税別）

公園緑地課 各公園等維持管理業務委託

普通作業員                               ２，５００円/時間
バックホウ　０．０５ｍ3　運転手あり　４，６５０円/時間
　　　　　　　　　　　　　　　運転手なし　２，０５０円/時間
トラック　　　軽四　　　　 運転手あり　３，４００円/時間
　　　　　　　　　　　　　　　運転手なし　　　８２０円/時間
ダンプトラック　２ｔ級　運転手あり　　 ４，２５０円/時間
　　　　　　　　　　　　　 運転手なし　   １，７００円/時間
清掃車　　　　　２ｔ級　運転手あり     ５，８５０円/時間
　　　　　　　　　　　　　 運転手なし     ３，３００円/時間
重機運搬（市内）　　　　　　　　　　　 １４，０００円/回（２ｔ車以上重機１往復で１回）
チェーンソー　　　　　　オペなし　　　　　　５００円/時間
草刈機肩掛け　　　　 オペなし            ３７０円/時間
トリマー                 オペなし            ３９０円/時間
処分費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１３円/kg　  (東播臨海広域クリーンセンター)

会計課 収納済通知書データ化業務委託

サービス基本料　　　　　　　　　１ヶ月　468,000円
配送関連費用　　　　　　　　　　１ヶ月　300,000円
ＯＣＲ読取費用　　　　　　　　　　 １件         10円
非ＯＣＲパンチ費用　　　　　　　　１件　　　　30円
仕分費用　　　　　　　　　　　　　　１件　　　  17円
非ＯＣＲバッチカード作成費用　  １件　    　34円
バッチカード費用                   　１件　      10円

議事総務課 加古川市議会会議録検索システム管理業務委託
・システム管理料　３，６３０，０００円（税込）
・会議録等データ変換料　２０９円（税込）※１頁当たり

議事総務課 加古川市議会会議録作成業務委託

（単価契約）
第一稿納期20日以内　1時間　　14,000円
第一稿納期10日以内　1時間　　15,000円
第一稿納期 ４日以内　1時間　  24,000円

教育総務課 令和７年度加古川市廃プラスチック類処分業務委託 40円／kg　（税抜）

学務課 学校園検診用器具滅菌消毒業務委託

歯鏡：40円/本
鼻鏡：75円/本
舌圧子等：33円/本
耳鏡：33円/個



主管課名 委託名 契約単価（税抜）  　　（単位：円）

学務課 令和７年度児童生徒脊柱側わん検診及び運動器検診業務委託

脊柱・側わん検診
　　①一次検診：700円／人、②二次検診：2,390円／人、
　　③継続管理者画像データ提供：550円／人
運動器検診
　　①事前調査：250円／人、②一次検診：600円／人

教育支援課 学校における医療的ケア児訪問看護業務委託 看護師派遣１名1回の料金（約90分）　　7,900円（税抜）


